
eClear 契約履行保証及び手数料細則 Ver 1.4 

 

eClear 契約履行保証及び手数料細則（以下「本細則」という。）は、eClear 一般規約（以下「本規約」という。）

が定める当社による本サービスの提供にあたって、利用者において必要となる契約履行保証及び手数料について

定めるものである。なお、本細則に定めるもののほか、本細則上で使用される用語の定義は、本規約に定める。 

 

第1条 （定義） 

次に掲げる各用語は、本細則において次に定める意味を有する。 

(1) 「受渡済電力量」とは、既履行の受給電義務にかかる個別契約に定める受給済みの電力量をいう。 

(2) 「受渡前電力量」とは、未履行の受給電義務にかかる個別契約に定める受給すべき電力量をいう。 

(3) 「現在エクスポージャー」とは、受渡前電力量の全部又は一部が含まれる個別契約に関するその時点の

ネット値差リスク及び受渡済電力量のうち電力量料金（JEPX 渡しの場合の個別契約に規定された電力

量料金単価と JEPX スポット市場における価格対象エリアにおける JEPX スポット価格との差額（以下

「差額精算金額」という。）を含む。）の全部又は一部の支払いが完了していない個別契約に関するその

時点のネット品代リスクの総額であり、随時、当社所定のモデルにより日本円で算出される金額をいう。 

(4) 「現在ネット値差リスク(先物)」とは、反対取引が先物取引である個別契約のみを対象とした現在のネ

ット値差リスク(先物)をいう。 

(5) 「残額確認」とは、利用者がマージンコール受諾利用者ではない場合に、新規個別契約が締結されたと

仮定した場合における利用者の想定最大エクスポージャー（反対取引が先物取引の場合は、利用者の想

定最大エクスポージャー及び想定最大ネット値差リスク(先物)の双方）が、取引極度額（反対取引が先

物取引の場合は極度取引額及び取引極度額(先物)の双方）の範囲内にあることが見込まれるかの確認を

行うことをいう。 

(6) 「残額確認（マージンコール）」とは、利用者がマージンコール受諾利用者である場合に、新規個別契約

が締結されたと仮定した場合における利用者の必要証拠金額が、利用者の信用総額の範囲内にあること

が見込まれるかの確認を行うことをいう。 

(7) 「信用総額」とは、当初預託金額、変動証拠金額及びスレッシュホールドの総額をいう。 

(8) 「スレッシュホールド」とは、当社とマージンコール受諾利用者との間で協議し、個別契約締結前に当

社が決定する金額をいう。 

(9) 「想定最大エクスポージャー」とは、利用者の締結済個別契約に関する、想定最大ネット値差リスク及

び想定最大ネット品代リスクの総額をいう。 

(10) 「想定最大ネット品代リスク」とは、ネット品代リスクの想定金額であって、随時、当社所定のモデル

により日本円で算出される金額のうち、最も大きな金額をいう。 

(11) 「想定最大ネット値差リスク」とは、ネット値差リスクの想定金額であって、随時、当社所定のモデル

により日本円で算出される金額のうち、最も大きな金額をいう。 

(12) 「想定最大ネット値差リスク(先物)」とは、ネット値差リスク(先物)の想定金額であって、随時、当社所

定のモデルにより日本円で算出される金額のうち、最も大きな金額をいう。 

(13) 「追加預託金差入れ等」とは、追加の代替信用補完措置として、マージンコール受諾利用者が当社の実

施するマージンコールに応じて行う当社に対する預託金の差入れその他当社が求める別途の措置の実

行をいう。 

(14) 「締結済個別契約」とは、利用者が締結済みの個別契約をいう。 
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(15) 「当初預託金額」とは、マージンコール受諾利用者が、第 2 条に従ってポスティング前に当社に提供済

みの履行保証及び代替信用補完措置に関して、当社所定のモデルにより調整された金額の総額をいう。 

(16) 「取引可能金額」とは、利用者について、取引極度額から想定最大エクスポージャーを減じた金額をい

う。 

(17) 「取引可能金額(先物)」とは、利用者について、取引極度額(先物)から想定最大ネット値差リスク(先物)

を減じた金額をいう。 

(18) 「取引極度額」とは、利用者について、当社が本保証人と協議の上決定する個別契約によって取引可能

な金額の総額をいう。 

(19) 「取引極度額(先物)」とは、取引可能な金額の総額として、反対取引が先物取引である個別契約のみを

対象として当社が独自に決定する金額をいう。 

(20) 「日次マージンコール受諾利用者」とは、マージンコール受諾利用者のうち、当社から実施されうるマ

ージンコールの頻度が毎営業日であり、かつ、当該マージンコールに基づく追加預託金差入れ等の提供

期限が、当該マージンコール評価日の翌々営業日 09:00（日本時間）までであることを受諾した利用者

をいう。  

(21) 「ネット品代リスク」とは、利用者が受電者となる場合において、利用者が当社から受電した電力量に

対する電力量料金（利用者が受電者または給電者となる場合の差額精算金額を含む。）を支払わないこ

とにより、当社が損失を被るリスクを、全ての個別契約でネッティングしたものをいう。 

(22) 「ネット値差リスク」とは、(i)利用者が給電者となる場合において、当社に対して各個別契約に定める

受給すべき電力量の給電を行わず、又は、(ii)利用者が受電者となる場合において、当社から各個別契約

に定める受給すべき電力量の受電を行わない場合、当社が同等のポジションを再構築する際に損失を被

るリスクを、全ての個別契約でネッティングしたものをいう。 

(23) 「ネット値差リスク(先物)」とは、反対取引が先物取引である個別契約に関して、(i)利用者が給電者と

なる場合において、当社に対して当該個別契約に定める受給すべき電力量の給電を行わず、又は、(ii)利

用者が受電者となる場合において、当社から当該個別契約に定める受給すべき電力量の受電を行わない

場合、当社が同等のポジションを再構築する際に損失を被るリスクを、全ての当該個別契約でネッティ

ングしたものをいう。 

(24) 「必要証拠金額」とは、現在エクスポージャー（反対取引が先物取引の場合は、現在エクスポージャー

及び現在ネット値差リスク(先物)の双方）に当初預託金額を加算した金額をいう。 

(25) 「非日次マージンコール受諾利用者」とは、マージンコール受諾利用者のうち、日次マージンコール受

諾利用者以外の利用者をいう。  

(26) 「被保全債権」とは、当社と利用者の間で締結し又は将来締結される全ての個別契約（新規個別契約に

限られない。）に基づき当社が利用者に対して有する現在又は将来の電力売買代金支払債権（当社が反

対給付としての電力供給義務を履行済みのものに限る。）及び本規約第 13 条第 5 項に定める清算金支払

債権をいう。 

(27) 「被保全債務」とは、被保全債権に係る債務をいう。 

(28) 「変動証拠金額」とは、追加預託金差入れ等によって、マージンコール受諾利用者が当社に拠出した金

額（（預託金の差入れ以外の方法によって追加預託金差入れ等が実施された場合には、当社所定のモデル

により調整された金額）の総額をいう。 

(29) 「本保証人」とは、当社が指定する金融機関、保証会社及び保険その他の被保全債権の保全の観点で保

証と同等の効果を有すると当社が認めるサービスを提供する保険会社その他の事業者をいう。 

(30) 「マージンコール」とは、第 6 条の 2 の規定に従った、当社がマージンコール受諾利用者に対して実施

する預託金の差入れその他当社が求める別途の措置の実施の要求をいう。 
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(31) 「マージンコール受諾利用者」とは、当社に対し、当社の実施するマージンコールに応じることを個別

契約の締結前に書面で受諾している利用者をいい、「日次マージンコール受諾利用者」及び「非日次マ

ージンコール受諾利用者」の総称をいう。  

(32) 「マージンコール評価日」とは、当社が第 4 条の定めに従い利用者に送付するポジションレポートのう

ち、マージンコール受諾利用者に係るものに記載されているマージンコール評価日をいう。  

 

第2条 （取引成立） 

1. 利用者が、enechain グループが運営する eSquare Live を利用せず、当社の指定仲介事業者を通して又は直接

交渉により当社を通じて取引を実施する場合のプロセスは以下の通りとする。  

(1) 利用者は、(i)当社の指定仲介事業者に対して新規個別契約締結を目的とした新規注文を出す前に、又

は(ii)当社に対して直接交渉により同意した取引条件に係る新規個別契約締結を目的とした新規注文

を出す前に、当社の指定シミュレーターで残額確認又は残額確認（マージンコール）を行った結果、当

該新規個別契約が締結可能であると指定シミュレーター上で表示された場合にのみ、当社の指定仲介事

業者又は当社に対して当該新規注文を出すものとする。  

(2) 前号に基づく注文が、(i)当社の指定仲介事業者の仲介によって反対取引の取引相手方の注文と対当した

場合、又は(ii)利用者と反対取引の取引相手方の直接交渉により取引条件に合意した場合、利用者は、当

社の指定仲介事業者又は当社をして、本取引登録システムを通じてポスティングを行わせるものとする。

疑義を避けるために付言すると、反対取引が先物取引の場合、本取引登録システムを通じたポスティン

グを行う事で、関連する先物取引所への取引登録も同時に申請される。  

(3) 前項に基づくポスティングが本取引登録システムに受諾された時点において、当該ポスティングに基づ

く新規個別契約が締結され、以後取り消す事はできないものとする。疑義を避けるために付言すると、

反対取引が先物取引の場合、前項に基づくポスティングが本取引登録システムに受諾された時点におい

て、関連する先物取引所への取引登録も受諾された事を意味する。 なお、ポスティングの本取引登録シ

ステムによる受諾の可否については、利用者自ら当社の指定仲介事業者又は当社に確認するものとす

る。  

2. 利用者が、eSquare Liveを通じて取引を実施する場合、以下のプロセスを経て取引が成立するものとする。  

(1) 利用者は eSquare Live 所定の手続きに従って新規個別契約締結を目的とした新規注文を出すものとする。 

(2) 利用者の注文が、eSquare Live によって反対取引の取引相手方の注文と対当した場合、ポスティングが

自動的に実施されるものとする。疑義を避けるために付言すると、反対取引が先物取引の場合において、

関連する先物取引所への取引登録申請は、利用者の注文が eSquare Live で反対取引の取引相手方の注文

と対当した後、直ちに実施されるものとする。  

(3) eSquare Live 上の取引ステータスが「完了」と表示された時点で前項のポスティングに基づく新規個別

契約が締結され、以後取り消すことはできないものとする。反対取引が先物取引の場合、関連する先物

取引所への取引登録が受諾された時点において、当該新規個別契約が締結されたものとみなす。なお、

取引ステータスについては利用者自らが eSquare Live 上にて確認するものとする。また、反対取引が先

物取引の場合、関連する先物取引所への取引登録の受諾についても、利用者自らが eSquare Live 上又は

別途の方法にて確認するものとする。 

3. 当社及び利用者の間で、第 2 項に基づき新規個別契約として合意した内容に従って、eClear 電力受給個別契

約 契約内容控え（テンプレート）(https://eclear-support.zendesk.com/hc/ja/articles/48418771912601)が当社より

発行される。 

 

 

https://eclear-support.zendesk.com/hc/ja/articles/48418771912601
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第3条 （履行保証） 

1. 当社は、利用者のネット品代リスク又はネット値差リスクが現実化することによって当社が損失を被るリス

クを低減するために、被保全債権について、本保証人による根保証又は被保全債権の保全の観点で根保証と

同等の効果を有する保険その他の権利（以下「履行保証」という。）の設定を受けることができる。 

2. 当社は、被保全債権を利用者に対して請求可能である場合には、本保証人に対して履行保証に係る債務の履

行を求めることができる。この場合、利用者はこれに必要な一切の協力を行うものとする。 

3. 利用者は、本保証人が当社に対し、履行保証にかかる被保全債務の一部又は全部の支払い（（本保証人が利用

者の保証人として当該支払いを行う場合及び第三者弁済を行う場合を含むがこれらに限られない。）を行う

ことに異議を述べず、当該支払いが行われた場合には、当該支払いによって本保証人に対して負う求償債務

（もしあれば）を履行することに同意する。 

4. 利用者は、当社のため、当社が満足する本保証人以外の金融機関、保証会社及び保険その他の被保全債権の

保全の観点で保証と同等の効果を有すると当社が認めるサービスを提供する保険会社その他の事業者によ

る履行保証（（以下「代替履行保証」という。）を提供し又はその他の代替措置（預託金の差入れを含むがこれ

に限られない。代替履行保証とあわせて、以下「代替信用補完措置」という。）を提供することができる。利

用者が当社のために代替履行保証を提供する場合、当該代替履行保証の内容が当社の指定する条件を満たす

限りにおいて、その金額が取引可能金額に加算されるものとする。また、代替信用補完措置を提供する場合、

その取り扱いについては当社と利用者の間で別途合意するものとする。 

5. 利用者は、各履行保証又は代替信用補完措置のいずれを先に使用するか、その全部又は一部を使用するか、

どの部分を先に使用するか等、それらの使用の方法及び時期等については、当社の完全かつ自由な裁量によ

ることに同意し、一切の異議を申し立てない。また、当社は、被保全債務に不履行がある場合であっても、

各履行保証又は代替信用補完措置の使用を義務づけられるものではない。 

 

第4条 （ポジションレポート） 

1. 当社は、毎営業日 18:00 以降、翌営業日 09:00（（日本時間）までの間に、電子メールなどの手段で、eClear ア

カウントを開設している利用者に対して次項に定めるポジションレポートを送付するものとする。但し、当

社が必要と判断した場合は、本項に定めた時間帯以外にも利用者に対してポジションレポートを送付できる

ものとする。 

2. ポジションレポートは以下の内容を含むものとする。 

(1) 受渡前電力量が存在する個別契約の一覧 

(2) 受渡前電力量の現在価格（当該営業日 18:00 時点） 

(3) 当該営業日 18:00 時点の取引極度額、想定最大エクスポージャー及び取引可能金額（（マージンコール受

諾利用者に対しては、当該営業日 18:00 時点の必要証拠金額及び現在エクスポージャー） 

(4) 当該営業日 18:00 時点の取引極度額(先物)、想定最大ネット値差リスク(先物)及び取引可能金額(先物) 

（マージンコール受諾利用者に対しては、当該営業日 18:00 時点の現在ネット値差リスク(先物)） 

(5) eClear 取引細則（BG 渡し）又は eClear 取引細則（JEPX 渡し）の第 1 条第 3 項に定めるプライシングが

燃料調整費付価格である取引に関する個別契約について、当該個別契約において定める価格計算式を参

照して当社が算出した当該営業日 18:00 時点の受渡前電力量の個別契約理論価格  

 

第5条 （特種取引） 

1. 本項第 1 号及び第 2 号の要件をすべて満たす利用者を「特種対象者」とする。 

(1) 利用者が次のいずれかの格付け要件を満たしている、又は利用者の完全親会社が次のいずれかの格付け

要件の 1 ノッチ以上上の格付を取得している企業であること。なお、格付けは新規個別契約締結日の
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09:00（日本時間）時点に Bloomberg で公表された最新のものを基準とする。 

① JCR 長期発行体格付の A-以上であること 

② R＆I 発行体格付の A-以上であること 

③ S＆P 長期発行体格付の BBB 以上であること 

④ Moody’s 長期発行体格付の Baa3 以上であること 

⑤ Fitch 長期発行体デフォルト格付の BBB 以上であること 

(2) 以下の各判定に抵触しないこと。 

① （利用者が給電者の場合） 

いずれかの締結済個別契約（利用者が給電者となるものに限る。）の受給期間に属する各月におい

て、当該締結済個別契約に定める供給すべき電力量の総和が、当該月の一年前の各応当月における

利用者の発電量の総和（以下「発電実績」という。）を超過しないこと。 

② （利用者が受電者の場合） 

いずれかの締結済個別契約（利用者が受電者となるものに限る。）の受給期間に属する各月におい

て、当該締結済個別契約に定める受給すべき電力量の総和が、当該月の一年前の各応当月における

利用者の販売需要量の総和（以下「需要実績」という。）を超過しないこと。 

発電実績及び需要実績は、新規個別契約の締結日の直前における資源エネルギー庁の公表する電力調査

統計に記載の利用者の実績を使用して計算する（（電力調査統計に各応当月における利用者の発電実績又

は需要実績の記載がない場合、当該応当月における発電実績又は需要実績は零とみなす。但し、当社は、

利用者の発電実績に応じた卸売取引及び需要実績に応じた仕入取引に対応して、当該応当月における発

電実績の 10%を需要実績、需要実績の 10%を発電実績とみなすことができるものとする。）。なお、利用

者が他社の販売又は調達を請け負っている場合など、利用者に当該電力調査統計に反映されない電力取

引の実績がある場合等には、当社が当該実績を個別に考慮し、発電実績又は需要実績に代えて実績に即

した電力量を参照する場合がある。 

2. 利用者又は取引相手方の双方又は一方が特種対象者であり、かつ、当社及び利用者の間の個別契約並びにそ

の反対取引の双方が国内又は国外の商品先物取引所を利用しない取引である場合、特種対象者が締結する個

別契約に基づく取引の反対取引の取引相手方が締結する個別契約は（「特種取引」とする。なお、個別契約が

特種取引に該当する場合、当該個別契約締結後に発行される eClear 電力受給契約 契約内容控えに、当該個

別契約が特種取引に該当する旨が記載される。 

3. 反対取引の取引相手方の個別契約が特種取引に該当する場合、それに対応する利用者の個別契約は以下の点

において本規約及び本細則（本条を除く。）に基づく取引と異なるものとする。 

(1) 利用者の想定最大ネット品代リスク及び想定最大ネット値差リスクを算定する際にネッティングの対

象とならない。 

(2) 当該個別契約にかかる利用者によるポスティング及び当社による承諾プロセスにおいて残額確認（（利用

者がマージンコール受諾利用者の場合は残額確認（マージンコール））が不要となる。  

(3) 当該個別契約が本規約第 13 条第 1 項乃至第 3 項等に基づき解除された場合、当社及び利用者は相互に

個別契約に基づく当該解除に伴う何らの責任も負わない。但し、本規約第 13 条第 5 項の利用者が清算

金を支払う義務（（但し、当該個別契約について同項に基づき発生した解除に伴う清算金は各個別契約ご

とに算出されるものとし、当該清算金以外の清算金の計算からは除外されるものとする。）及び同条第

7 項に定める利用者の損害賠償義務については、免責されない。 

4. 利用者の個別契約が特種取引に該当し、反対取引の取引相手方が特種対象者である場合、当該個別契約は以

下の点において本規約及び本細則（本条を除く。）に基づく取引と異なるものとする。 
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(1) 当該個別契約の反対取引が本規約第 13 条第 1 項乃至第 3 項等に基づき解除された場合、当該個別契約

は当該解除と同時に当然に終了する。なお、特種取引については、第 13 条第 3 項の規定は適用されな

い。 

(2) 前号に基づき個別契約が終了した場合、当社は利用者に対して個別契約に基づく当該解除に伴う何らの

責任も負わない。但し、本規約第 13 条第 5 項及び第 7 項に定める義務については、当社は、解除され

た反対取引の取引相手方である特種対象者から、当該反対取引及び本規約第 13 条第 1 項乃至第 3 項等

に基づく解除の事由に関連して、当社が取引相手方から現に支払いを受けた限度において、本規約第 13

条第 5 項及び第 7 項に定める義務が発生するものとする。 

 

第6条 （現在ネット値差リスクの変動及び中間清算） 

1. 本サービスの提供において、市況の変動等により利用者の(i)現在エクスポージャーに当社の定める一定のバ

ッファーを加算した金額が取引極度額を上回った場合、及び、(ii)反対取引が先物取引の場合は、現在ネット

値差リスク(先物)に当社の定める一定のバッファーを加算した金額が取引極度額(先物)を上回った場合、当

社は、利用者に対して、第 3 条第 4 項に従って追加の代替信用補完措置（（以下「追加信用補完措置」という。）

の提供を求める権利を有するものとする。 

2. 当社が追加信用補完措置を求める場合には、可能な限り事前に、利用者に対して、追加信用補完措置の提供

期限並びに必要な追加信用補完措置の内容及び金額を明記した書面（電子メール等を含む。）により通知を

行う。 

3. 追加信用補完措置が前項の期限までに提供されなかった場合、当社は、その裁量によって選択した受渡前電

力量の全部又は一部が含まれる個別契約（以下「中間清算対象個別契約」という。）について、受渡前電力量

に対応する電力量料金（（eClear 取引細則（BG 渡し）又は eClear 取引細則（JEPX 渡し）の第 1 条第 3 項に定

めるプライシングが燃料調整費付価格である取引に関する個別契約については、eClear 一般規約の別紙に定

める個別契約理論価格）（以下「中間清算原契約価格」という。）とその時点の受渡前電力量に対応する市況

価格（以下「中間清算市況価格」という。）の差額を清算（以下「中間清算」という）することができる。中

間清算の実施手順は以下の通りとする。 

(1) 当社が中間清算対象個別契約を選定する。 

(2) 受渡前電力量について中間清算対象個別契約中の中間清算原契約価格を中間清算市況価格に変更する。 

(3) 受渡前電力量にかかる中間清算原契約価格と中間清算市況価格との差額について、当社が利用者に請求

書を発行し、利用者は当社に対し、10 営業日以内に支払を行うものとする。 

4. 中間清算市況価格として参照する価格は株式会社 enechain が発表する enechain カーブとする。 

 

第 6 条の 2 （マージンコール） 

1. 利用者がマージンコール受諾利用者の場合、前条の規定は適用されず、本条が適用されるものとする。疑義

を避けるために付言すると、利用者がマージンコール受諾利用者でない場合、本条は適用されない。 

2. 当社は、本サービスの提供において、市況の変動等により、マージンコール受諾利用者の必要証拠金額が信

用総額を上回った場合、その差額に対してマージンコールを実施し、マージンコール受諾利用者に対し、追

加預託金差入れ等の実施を求めることができる。 

3. 当社は、マージンコールを実施する場合には、実務上可能な範囲内で速やかに（（原則として当該マージンコ

ール評価日の翌営業日 09:00（（日本時間）までに）、利用者に対して、追加預託金差入れ等の提供期限（（以下

「差入期限」という。）及びその金額を書面（電子メール等を含む。）により通知する。 

4. 利用者は、信用総額が必要証拠金額を超過した場合、差額について変動証拠金額の返還を求めることができ

る。但し、返還を求めることのできる金額は追加預託金差入れ等により預託金として差し入れられた金額（返
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還済みの金額を除く。）の総額を上限とする。なお、当社は、変動証拠金額の利用者への返還に際し、利息等

を付さないものとする。 

5. 当社と利用者との間の全ての個別契約が終了し、且つ、当社と利用者の当該個別契約に基づく全ての金銭債

務の履行が完了した場合、当社は、履行の完了日以降、利用者から返還請求があり次第実務上可能な限り速

やかに、当初預託金額及び変動証拠金の残部（金銭及び担保目的物に限る。）を利用者に返還するものとす

る。なお、当社は、本項に基づく返還に際し、利息等を付さないものとする。疑義を避けるために付言する

と、利用者から返還が求められない場合に、当社が当該残部を利用者に返還することが妨げられるものでは

ない。 

6. 当社がマージンコールを実施した場合において、利用者が差入期限までに当該マージンコールに基づく追加

預託金差入れ等を行わなかった場合には、差入期限の経過をもって、利用者は本規約第 13 条第 2 項に定め

る「無催告解除該当者」に該当するものとみなされ、当社は同項に定める（「無催告解除非該当者」に該当す

るものとみなされる。 

7. 利用者が当社に対して負担する一切の金銭債務（被保全債務、個別契約の義務違反、表明保証違反又は解除

に基づく損害賠償債務を含むが、これらに限られない。以下、本項において同じ。）が履行期限までに履行さ

れなかった場合には、当社は、事前の催告を要することなく、利用者に対して書面（電子メール等を含む。）

で通知することにより、当初預託金額及び変動証拠金額を、当該金銭債務の全部又は一部の弁済に充当する

ことができる。当該充当によって信用総額が必要証拠金額を下回った場合には、当社は、第 2 項に基づき、

マージンコール受諾利用者に対し、追加預託金差入れ等の実施を求めることができる。疑義を避けるために

付言すると、利用者は、当社に対して、当初預託金額及び変動証拠金額を以て、利用者が当社に対して負担

する一切の金銭債務に充当することを求めることはできない。  

 

第7条 （手数料） 

1. 利用者は、個別契約で発生する電力量料金（（差額精算金額を含む。）とは別に、当社に対して本サービスを利

用することの対価として手数料（（以下（「手数料」という。）を支払うものとする。手数料の単位は 1 円とし、

その端数は四捨五入する。疑義を避けるために付言すると、利用者が給電者の場合であっても、利用者は手

数料を支払う義務を負う。 

2. 手数料の単価（以下「手数料単価」という。）は、個別契約に記載された金額とする。 

3. 個別契約の受給期間中の手数料の単価指標（（以下「手数料単価指標」という。）は、当社が利用者向けに提供

するポータルサイトにに記載されるものとする。利用者は、本サービスを利用して新規個別契約を締結する

際には、同ポータルサイトにに記載される最新の手数料単価指標に基づく手数料単価が適用されることに同

意するものとし、当該手数料単価に異議を述べないものとする。 

4. 手数料の支払いは以下の定めに従うものとする。 

(1) 当社は、手数料単価に各個別契約に定められた各月の契約電力量の合計を乗じて手数料を算出し、その

金額を記載した請求書を毎月月末締めで利用者に対して発行する。利用者は翌月第 8 営業日までに当社

指定の銀行口座に振り込みにより手数料を支払うものとする。振込手数料は利用者負担とし、消費税等

相当額も含めて支払うものとする。なお、支払日が銀行法に基づく休業日にあたる場合、前営業日が支

払期日となる。 

(2) 請求内容に疑義が生じた場合、当社と利用者は協議の上合意し、その後速やかに請求及び支払い手続き

を行うものとする。 

(3) 本細則及び個別契約において、「消費税等相当額」とは、消費税法の規定により課される消費税及び地

方税法の規定により課される地方消費税に相当する金額をいう。消費税等相当額の単位は 1 円とし、そ

の端数は切り捨てる。 
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(4) 支払いが所定の期日までに行われない場合、利用者は支払期日の翌日から支払日までの期間について、

請求額に対して年率 14%の延滞料金（単利）を支払うものとする。延滞料金の計算は、年 365 日の日割

計算で行い、1 円未満の端数は切り捨てるものとする。 

 

第8条 （個別契約・本細則の変更） 

1. 当社は、自らが必要と判断した場合、利用者の承諾を得ることなく、本細則の追加、変更又は削除（以下、

本条において「変更等」という。）を随時行うことができる。なお、変更等を行う場合には、当該変更等の内

容を管理者に対して事前に通知するものとするが、変更等が利用者に不利益を与えるものではないときは、

事前の通知は不要とする。 

2. 締結済みの個別契約については、契約締結時点における本細則の内容が参照されるものとし、それを変更す

る場合には、当社及び利用者が記名押印又は署名した別途書面により変更契約を締結するものとする。



[Sample Translation/Reference Purpose Only] 

eClear Contract Performance Guarantee and Fee Regulations Ver 1.4 

 

The eClear Contract Performance Guarantee and Fee Regulations (the "Regulations") shall stipulate the contract performance 

guarantee and fees necessary for the provision of the Services by the Company under the eClear General Terms and Conditions 

(the “Terms and Conditions”). Unless otherwise defined in the Regulations, the definitions of terms used herein shall conform 

to those provided in the Terms and Conditions. 

 

Article 1. (Definitions)  

The terms listed below shall have the following meanings in the Regulations:  

(1) "Delivered Electricity Volume" means the electricity volume that has been supplied and received as stipulated in 

an Individual Contract pertaining to already fulfilled obligations. 

(2) "Pre-delivery Electricity Volume" means the electricity volume that is to be supplied and received as stipulated in 

an Individual Contract pertaining to unfulfilled obligations. 

(3) "Current Exposure" means the total amount of the Net Price Difference Risk at the time related to Individual 

Contracts that include all or part of the Pre-delivery Electricity Volume, and the Net Product Price Risk at the time 

related to Individual Contracts for which payment of all or part of the Electricity Volume Fee (including the price 

difference between the unit price for the Electricity Volume Fee specified in the Individual Contract for JEPX 

Delivery and the JEPX spot price for the relevant area (the “Settlement Amount for JEPX Delivery”)) has not been 

completed. This is calculated at any time in Japanese yen according to the model prescribed by the Company.  

(4) "Current Net Price Difference Risk (Futures)" means the current Net Price Difference Risk (Futures) limited to the 

Individual Contracts where the Back-to-Back Transaction is a power futures transaction.  

(5) "Balance Confirmation" refers to the process of verifying, in the case where the user is not a margin call-accepting 

participant, whether the user's Assumed Maximum Exposure, calculated on the assumption that a new Individual 

Contract has been concluded (or, if the Back-to-Back Transaction is a futures transaction, both the user's Assumed 

Maximum Exposure and the Assumed Maximum Net Price Different Risk (futures)), is expected to fall within the 

Transaction Limit Amount (or, if the Back-to-Back Transaction is a futures transaction, within both the Transaction 

Limit Amount and the Transaction Limit Amount (Futures)). 

(6) "Balance Confirmation (Margin Call)" refers to the process of verifying, in the case where the user is a margin call-

accepting participant, whether the user's Required Margin Amount, calculated on the assumption that a new 

Individual Contract has been concluded, is expected to be covered the by user’s Total Credit Amount. 

(7) "Total Credit Amount" means the total amount of the Initial Deposit Amount, the Variation Margin Amount, and 

the Threshold.  

(8) "Threshold" means the amount determined by the Company prior to the conclusion of an Individual Contract 

through consultation with the User Accepting Margin Call.  

(9) "Assumed Maximum Exposure" means the total amount of the Assumed Maximum Net Price Difference Risk and 

the Assumed Maximum Net Product Price Risk related to the concluded Individual Contracts of the User.  

(10) "Assumed Maximum Net Product Price Risk" means the assumed amount of the Net Product Price Risk, which is 

the largest amount calculated at any time in Japanese yen according to the model prescribed by the Company.  

(11) "Assumed Maximum Net Price Difference Risk" means the assumed amount of the Net Price Difference Risk, 

which is the largest amount calculated at any time in Japanese yen according to the model prescribed by the 
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Company.  

(12) "Assumed Maximum Net Price Difference Risk (Futures)" means the assumed amount of the Net Price Difference 

Risk (Futures), which is the largest amount calculated at any time in Japanese yen according to the model prescribed 

by the Company.  

(13) "Additional Deposit, etc." means the deposit of funds to the Company or other separate measures required by the 

Company as an additional Alternative Credit Enhancement Measure in response to a Margin Call. 

(14) "Concluded Individual Contract" means an Individual Contract already concluded by the User.  

(15) "Initial Deposit Amount" means the total amount adjusted according to the model prescribed by the Company for 

the Performance Guarantee and Alternative Credit Enhancement Measure provided by the User to the Company 

prior to posting, in accordance with Article 2  

(16) "Available Transaction Amount" means the amount obtained by subtracting the Assumed Maximum Exposure from 

the Transaction Limit Amount applicable to the User.  

(17) "Available Transaction Amount (Futures)" means the amount obtained by subtracting the Assumed Maximum Net 

Price Difference Risk (Futures) from the Transaction Limit Amount (Futures) applicable to the User.  

(18) "Transaction Limit Amount" means the total amount determined by the Company in consultation with the 

Guarantor as the maximum transaction amount under Individual Contracts applicable to the User.  

(19) "Transaction Limit Amount (Futures)" means the independently determined maximum transaction amount 

applicable only to Individual Contracts where the Back-to-Back Transaction is a power futures transaction.  

(20) "Daily Margin Call-Accepting User" means a User Accepting Margin Call who has accepted that the frequency of 

Margin Calls that may be made by the Company is every business day and that the deadline for the provision of 

Additional Deposit, etc., based on such Margin Calls is by 09:00 (Japan time) on the second business day following 

the Margin Call Valuation date. 

(21) “Net Product Price Risk” means the risk that the Company will incur a loss due to the user not paying the Electricity 

Volume Fee for the amount of electricity received from the Company, in the case where the user is the recipient of 

the electricity and the Settlement Amount for JEPX Delivery regardless of whether the User is the recipient or the 

supplier, and refers to the netting of all Individual Contracts. 

(22) "Net Price Difference Risk" means the risk of loss incurred by the Company due to (i) the User, as a supplier, failing 

to supply the electricity volume stipulated in each Individual Contract to the Company, or (ii) the User, as a 

purchaser, failing to receive the electricity volume stipulated in each Individual Contract from the Company, netted 

across all Individual Contracts.  

(23) "Net Price Difference Risk (Futures)" means the risk of loss incurred by the Company due to (i) the User, as a 

supplier, failing to supply the electricity volume stipulated in each Individual Contract to the Company, or (ii) the 

User, as a purchaser, failing to receive the electricity volume stipulated in each Individual Contract from the 

Company, netted across all Individual Contracts where the Back-to-Back Transactions are power futures 

transaction.. 

(24) "Required Margin Amount" means the amount obtained by adding the Initial Deposit Amount to the Current 

Exposure. If the Back-to-Back Transaction is a power futures transaction, it means the amount obtained by adding 

the Initial Deposit Amount to both the Current Exposure and the Current Net Price Difference Risk (Futures).  

(25) "Non-Daily Margin Call-Accepting User" means a User Accepting Margin Call other than a Daily Margin Call-

Accepting User. 

(26) "Secured Claim" means all present and future claims of the Company against the User under all Individual 

Contracts (not limited to New Individual Contracts) entered into or to be entered into between the Company and 
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the User, including payment claims for electricity sales and purchase amounts where the Company has already 

performed its power supply obligations, as well as Settlement Amount payment claims under Article 13, 

Paragraph 5 of the Terms and Conditions.  

(27) "Secured Obligation" means obligations related to the Secured Claims.  

(28) "Variation Margin Amount" means the total amount contributed by the User to the Company in response to a Margin 

Call through Additional Deposit, etc.  

(29) "Guarantor" means the financial institution, the guarantee company, or the insurance company or any other business 

entity providing services that the Company deems to have an effect equivalent to a guarantee from the perspective 

of securing the Secured Claim designated by the Company.  

(30) "Margin Call" means a request by the Company to the User Accepting Margin Call for deposits or other separate 

measures in accordance with Article 6-2.  

(31) "User Accepting Margin Call" means a User who has agreed in writing before the conclusion of an Individual 

Contract to respond to Margin Calls from the Company, and is a collective term for "Daily Margin Call-Accepting 

User" and "Non-Daily Margin Call-Accepting User." 

(32) "Margin Call Valuation Date" means the Margin Call valuation date stated in the Position Report sent by the 

Company to the User Accepting Margin Call in accordance with the provisions of Article 4. 

 

Article 2. (Posting Procedure) 

1. In the case where a User conducts transactions through a designated intermediary of the Company or through direct 

negotiation with the Company, without using eSquareLive operated by enechain group, the process shall be as follows: 

(1) Before (i) placing a new order through the Company's designated intermediary for the purpose of concluding a new 

Individual Contract, or (ii) placing a new order with the Company for the purpose of concluding a new Individual 

Contract based on transaction terms agreed through direct negotiation with the Company, the User shall first  

perform either a Balance Confirmation or a Balance Confirmation (Margin Call) using the Company's designated 

simulator. The User may place such order or submit such transaction terms only if the simulator indicates that the 

new Individual Contract may be concluded. 

(2) If the order placed in accordance with the preceding paragraph is (i) matched with an order from a Counterparty of 

a Back-to-Back Transaction through the intermediary, or (ii) transaction terms for a new Individual Contract are 

agreed through direct negotiation between the User and the Counterparty of the Back-to-Back Transaction, the User 

shall have the Company’s designated intermediary or the Company post the transaction through the Company’s 

transaction registration system (“Transaction Registration System”). 

 For the avoidance of doubt, if the Back-to-Back Transaction is a futures transaction, the posting through the 

Transaction Registration System shall also simultaneously constitute an application for registration with the 

relevant futures exchange. 

(3) At the moment the posting based on the preceding paragraph is accepted by the Transaction Registration System, 

the new individual contract based on such posting shall be deemed concluded and can no longer be cancelled. 

 For the avoidance of doubt, if the Back-to-Back Transaction is a futures transaction, the acceptance of the posting 

by the Transaction Registration System shall also mean the transaction registration by the relevant futures exchange 

is also accepted. The User shall confirm with the Company’s designated intermediary or the Company whether or 

not the posting has been accepted by the Transaction Registration System. 

2. If the User conducts a transaction through eSquare Live, the transaction shall be concluded through the following process. 

(1) The User shall place a new order for the purpose of concluding a new Individual Contract in accordance with the 
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procedures prescribed by eSquare Live. 

 If the User’s order is matched with a counterparty’s order through eSquare Live, the posting shall be carried out 

automatically. 

 For the avoidance of doubt, if the Back-to-Back Transaction is a futures transaction, the transaction registration 

application to the relevant futures exchange shall be carried out immediately after the User’s order is matched with 

the counterparty’s order on eSquare Live. 

(2) At the time when the transaction status on eSquare Live is displayed as “Completed,” the new Individual Contract 

based on the posting described above shall be deemed concluded and can no longer be cancelled. If the Back-to-

Back Transaction is a futures transaction, the new Individual Contract shall be deemed concluded at the time when 

the transaction registration is accepted by the relevant futures exchange. 

(3) The User shall confirm the transaction status on eSquare Live themselves. Additionally, in the case of a Back-to-

Back Transaction that is a futures transaction, the User shall also confirm the acceptance of the transaction 

registration by the relevant futures exchange either on eSquare Live or through other means. 

3. Based on the agreed terms of the New Individual Contract under Paragraph 2, the Company shall issue the Copy of 

eClear Electricity Supply and Receipt Individual Contract (template) (https://eclear-support.zendesk.com/hc/en-

us/articles/48418771912601). 

 

 

Article 3. (Performance Guarantee) 

1. The Company may receive a comprehensive guarantee, or insurance or any other rights that the Company deems to have 

an effect equivalent to a comprehensive guarantee from the perspective of securing the Secured Claim from the 

Guarantor (hereinafter referred to as the "Performance Guarantee") for the Secured Claim in order to mitigate the risk 

of the Company incurring losses due to the realization of the User's Net Product Price Risk or Net Price Difference Risk. 

2. If the Secured Claim becomes enforceable against the User, the Company may demand the performance of the obligation 

related to the Performance Guarantee from the Guarantor. In such a case, the User shall provide all necessary cooperation. 

3. The User shall not object to the Guarantor making full or partial payment of the Secured Obligation under the 

Performance Guarantee to the Company (including cases where such payment is made as a guarantor of the User or 

through third-party payment). If such payment is made, the User agrees to fulfill its indemnification obligation (if any) 

to the Guarantor. 

4. The User may provide an Alternative Performance Guarantee by a financial institution, a guarantee company, or an 

insurance company or any other business entity providing services that the Company deems to have an effect equivalent 

to a guarantee from the perspective of securing the Secured Claim other than the Guarantor, which is satisfactory to the 

Company, or provide other Alternative Credit Enhancement Measures (including, but not limited to, the deposit of funds). 

If the User provides an Alternative Performance Guarantee for the Company, the amount of such guarantee shall be 

added to the Available Transaction Amount, provided that the contents of the Alternative Performance Guarantee meet 

the conditions specified by the Company. Additionally, the handling of any Alternative Credit Enhancement Measures 

shall be separately agreed upon between the Company and the User. 

5. The User agrees that the Company shall have full and sole discretion regarding the order, timing, and method of utilizing 

each Performance Guarantee or Alternative Credit Enhancement Measure, including which guarantee or measure is used 

first and to what extent. The User shall not raise any objections in this regard. Furthermore, even in cases where there is 

a default on the Secured Obligation, the Company shall not be obligated to utilize any Performance Guarantee or 

Alternative Credit Enhancement Measure. 

https://eclear-support.zendesk.com/hc/en-us/articles/48418771912601
https://eclear-support.zendesk.com/hc/en-us/articles/48418771912601
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Article 4. (Position Report) 

1. The Company shall send the Position Report specified in the following paragraph via email or other means to Users who 

have opened an eClear account between 18:00 and 09:00 (Japan time) on the following business day. However, if deemed 

necessary by the Company, the Position Report may also be sent outside of the aforementioned time frame. 

2. The Position Report shall include the following details:  

(1) A list of Individual Contracts containing Pre-delivery Electricity Volume.  

(2) The current price of the Pre-delivery Electricity Volume as of 18:00 on the business day.  

(3) The Transaction Limit Amount, Assumed Maximum Exposure, and Available Transaction Amount as of 18:00 on 

the business day (or Users Accepting Margin Call, the Required Margin Amount and Current Exposure as of 18:00 

on the relevant business day).  

(4) The Transaction Limit Amount (Futures), Assumed Maximum Net Price Difference Risk (Futures), and Available 

Transaction Amount (Futures) as of 18:00 on the business day (for Users Accepting Margin Calls, also the Current 

Net Price Difference Risk (Futures) at 18:00).  

(5) . For Individual Contracts pertaining to transactions where the pricing defined in Article 1, Paragraph 3 of the 

eClear Transaction Regulations (BG Delivery) or the eClear Transaction Regulations (JEPX Delivery) is a fuel 

surcharge-based price, the Individual Contract Theoretical Price for the Pre-delivery Electricity Volume as of 18:00 

on the relevant business day, calculated by the Company with reference to the price calculation formula set forth in 

such Individual Contract. 

 

Article 5. (Exempted Transactions) 

1. A User who meets both of the following conditions shall be classified as a "Highly Creditable Hedger":  

(1) The User meets at least one of the following credit rating requirements or the User’s ultimate parent company has 

obtained a credit rating at least one notch higher:  

(i) JCR Long-term Issuer Rating of A- or higher.  

(ii) R&I Issuer Rating of A- or higher.  

(iii) S&P Long-term Issuer Rating of BBB or higher.  

(iv) Moody’s Long-term Issuer Rating of Baa3 or higher. (v) Fitch Long-term Issuer Default Rating of BBB or 

higher.  

(2) The User does not fall under any of the following conditions:  

(i) (If the User is a supplier) For each month within the supply and receipt period of any Concluded Individual 

Contract (limited to those where the User is the supplier), the total amount of electricity volume to be supplied 

as stipulated in such Concluded Individual Contract shall not exceed the total electricity generation volume 

of the User for the corresponding month one year prior (the "Generation Record").  

(ii) (If the User is a purchaser) For each month within the supply and receipt period of any Concluded Individual 

Contract (limited to those where the User is the purchaser), the total amount of electricity volume to be 

received as stipulated in such Concluded Individual Contract shall not exceed the total electricity sales demand 

volume of the User for the corresponding month one year prior (the "Demand Record").  

The Generation Record and the Demand Record shall be calculated using the performance data of the User as published 

in the electricity survey statistics by the Agency for Natural Resources and Energy immediately before the execution 

date of the New Individual Contract. (If the electricity survey statistics do not include the Generation Record or the 

Demand Record for the corresponding month, such Generation Record or Demand Record shall be deemed to be zero. 
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However, the Company may consider 10% of the Generation Record as the Demand Record and 10% of the Demand 

Record as the Generation Record in response to wholesale transactions corresponding to the Generation Record and 

purchase transactions corresponding to the Demand Record of the User.) Furthermore, if the User undertakes sales or 

procurement on behalf of another entity and such transactions are not reflected in the electricity survey statistics, the 

Company may individually consider such actual transactions and refer to the actual electricity volume instead of the 

Generation Record or Demand Record. 

2. If either or both of the User and the Counterparty is a Highly Creditable Hedger, and if both the Individual Contract 

between the Company and the User and the Back-to-Back Transaction do not utilize domestic or foreign commodity 

futures exchanges, the Individual Contract concluded by the Highly Creditable Hedger shall be deemed an "Exempted 

Transaction." If an Individual Contract is classified as an Exempted Transaction, the Copy of eClear Electricity Supply 

and Receipt Individual Contract issued after the execution of such Individual Contract shall specify that the contract is 

an Exempted Transaction. 

3. If the Individual Contract of the Counterparty in a Back-to-Back Transaction qualifies as an Exempted Transaction, the 

corresponding Individual Contract of the User shall differ from transactions under the Terms and Conditions and the 

Related Regulations (excluding this Article) in the following respects: 

(1) The User's Assumed Maximum Net Product Price Risk and Assumed Maximum Net Price Difference Risk shall 

not be subject to netting 

(2) In the posting and approval process by the Company for the Individual Contract in question, balance confirmation 

(or balance confirmation (Margin Call) if the User is a User Accepting Margin Call) shall not be required. 

(3) If the Individual Contract is terminated under Article 13, Paragraphs 1 to 3 of the Terms and Conditions, neither 

the Company nor the User shall bear any liability arising from such termination. However, the User shall remain 

liable for Settlement Amounts under Article 13, Paragraph 5 (calculated separately for each Individual Contract) 

and damages under Article 13, Paragraph 7. 

4. If the Individual Contract of the User qualifies as an Exempted Transaction and the Counterparty in the Back-to-Back 

Transaction is a Highly Creditable Hedger, the Individual Contract shall differ from transactions under the Terms and 

Conditions and the Related Regulations (excluding this Article) in the following respects: 

(1) If the Back-to-Back Transaction is terminated under Article 13, Paragraphs 1 to 3 of the Terms and Conditions, 

the corresponding Individual Contract shall automatically terminate at the same time. Article 13, Paragraph 3 

shall not apply to the Exempted Transactions.  

(2) If an Individual Contract is terminated in accordance with the previous issue, the Company will not be liable to 

the User for any reason related to the termination of the Individual Contract; provided, however, that with regard 

to the obligations stipulated in Article 13, Paragraph and 7 of these Terms and Conditions, the Company shall 

be liable for the obligations stipulated in Article 13, Paragraphs 5 and 7 to the extent that the Company has 

actually received payment from the Counterparty in the terminated Back-to-Back Transaction in relation to the 

reasons for the termination of the Back-to-Back Transaction and these Terms and Conditions, Article 13, 

Paragraphs 1 to 3, etc. 

Article 6. (Fluctuation of Current Net Price Difference Risk and Interim Settlement) 

1. In the provision of the Services, if (i) the amount obtained by adding the buffer prescribed by the Company to the User’s 

Current Exposure exceeds the Transaction Limit Amount, or (ii) if the Back-to-Back Transaction is a power futures 

transaction, the amount obtained by adding the buffer prescribed by the Company to the Current Net Price Difference 

Risk (Futures) exceeds the Transaction Limit Amount (Futures), the Company shall have the right to request the User to 
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provide additional alternative credit enhancement measures (the "Additional Credit Enhancement Measure") pursuant 

to Article 3, Paragraph 4. 

2. If the Company requests Additional Credit Enhancement Measures, the Company shall notify the User in writing 

(including by email) in advance whenever possible, specifying the deadline for providing the Additional Credit 

Enhancement Measures, as well as the details and amount required. 

3. If the Additional Credit Enhancement Measures are not provided by the deadline specified in the preceding paragraph, 

the Company may, at its discretion, conduct an Interim Settlement for the Individual Contract(s) containing all or part 

of the Pre-delivery Electricity Volume (the "Individual Contract subject to Interim Settlement"), by settling the difference 

between the Electricity Volume Fee corresponding to the Pre-delivery Electricity Volume (for Individual Contracts 

pertaining to transactions where the pricing defined in Article 1, Paragraph 3 of the eClear Transaction Regulations (BG 

Delivery) or the eClear Transaction Regulations (JEPX Delivery) is a fuel surcharge-based price, the Individual Contract 

Theoretical Price as defined in the Annex of the eClear General Terms and Conditions)  (hereinafter referred to as the 

"Interim Settlement Original Contract Price") and the prevailing market price for the Pre-delivery Electricity Volume at 

that time (the "Interim Settlement Market Price"). The procedure for Interim Settlement shall be as follows: 

(1) The Company shall select the Individual Contract subject to Interim Settlement.  

(2) The Interim Settlement Original Contract Price for the Pre-delivery Electricity Volume under the Individual 

Contract subject to Interim Settlement shall be replaced with the Interim Settlement Market Price.  

(3) The Company shall issue an invoice to the User for the difference between the Interim Settlement Original Contract 

Price and the Interim Settlement Market Price corresponding to the Pre-delivery Electricity Volume, and the User 

shall make payment to the Company within 10 business days. 

4. The reference price for the Interim Settlement Market Price shall be the enechain Curve published by enechain 

Corporation. 

 

Article 6-2. (Margin Call) 

1. If the User is the User Accepting Margin Call, the provisions of the preceding Article shall not apply, and this Article 

shall apply. For the avoidance of doubt, if the User is not the User Accepting Margin Call, this Article shall not apply. 

2. In providing the Services, if the necessary margin amount of the User Accepting Margin Call exceeds the Total Credit 

Amount due to market fluctuations, etc., the Company may implement a Margin Call for the difference and require the 

User Accepting Margin Call to make an Additional Deposit, etc. 

3. When implementing a Margin Call, the Company shall promptly notify the User in writing (including email, etc.) of the 

deposit deadline (the "Deposit Deadline") and the required amount within a practically feasible scope (in principle, by 

09:00 Japan Time on the business day following the relevant Margin Call Valuation Date). 

4. If the Total Credit Amount exceeds the Required Margin Amount, the User may request the return of the Variation Margin 

Amount for the excess. However, the amount that can be requested for return shall be limited to the total amount 

deposited as an Additional Deposit, etc. (excluding amounts already refunded). The Company shall not attach any interest 

or other charges when refunding the Variation Margin Amount to the User. 

5. When all Individual Contracts between the Company and the User are terminated and all monetary obligations under 

such Individual Contracts between the Company and the User are fulfilled, the Company shall return the Initial Margin 

Amount and the remaining Variation Margin (limited to monetary funds and collateralized assets) to the User as soon as 

a refund request is received from the User, to the extent practically possible, after the completion date of the performance 

of the obligations. The Company shall not attach any interest or other charges upon such refund. For the avoidance of 

doubt, this provision does not prevent the Company from refunding the remaining amount to the User if the User does 
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not request a refund. 

6. If the User fails to make an Additional Deposit, etc., in response to the Margin Call by the Deposit Deadline, the User 

shall be deemed to fall under the “Non-holder of Termination Right without Notice" as specified in Article 13, 

Paragraph 2 of the Terms and Conditions upon the expiration of the Deposit Deadline, and the Company shall be 

deemed to fall under the “Holder of Termination Right without Notice" as specified in the same paragraph. 

7. If any monetary obligations owed by the User to the Company (including, but not limited to, obligations under the 

Secured Claims, obligations for breach of Individual Contracts, obligations for breach of representations and warranties, 

or obligations for damages arising from termination; hereinafter the same in this paragraph) are not fulfilled by the due 

date, the Company may, without prior notice, notify the User in writing (including by email, etc.) to apply the Initial 

Deposit Amount and the Variation Margin Amount to the full or partial satisfaction of such monetary obligations. If such 

application causes the Total Credit Amount to fall below the Required Margin Amount, the Company may, pursuant to 

Paragraph 2, require the User Accepting Margin Call to make an Additional Deposit, etc. For the avoidance of doubt, 

the User may not request the Company to apply the Initial Deposit Amount and the Variation Margin Amount to the 

satisfaction of any monetary obligations owed by the User to the Company. 

 

Article 7. (Fees) 

1. The User shall pay the Company a fee (the "Fee") as consideration for using the Services, separate from the Electricity 

Volume Fee incurred under the Individual Contract (including the Settlement Amount for JEPX Delivery). The Fee unit 

shall be 1 yen, and fractions shall be rounded to the nearest whole number. For the avoidance of doubt, even if the User 

is a supplier, the User shall be obliged to pay the Fee. 

2. The unit price of Fees (the "Fee Unit Price") shall be as specified in the Individual Contract. 

3. The Fee Unit Price Indicator (the "Fee Unit Price Indicator") during the supply and receipt period of an Individual 

Contract shall be included in the portal site provided by the Company to Users. The User agrees that when entering into 

a New Individual Contract through the Services, the Fee Unit Price shall be determined based on the latest Fee Unit 

Price Indicator on the said portal site, and the User shall not object to the Fee Unit Price. 

4. Payment of Fees shall be made as follows: 

(1) The Company shall calculate the Fees by multiplying the Fee Unit Price by the total contracted electricity volume 

for each month as stipulated in the Individual Contract and issue an invoice to the User at the end of each month. 

The User shall pay the Fees by bank transfer to the bank account designated by the Company by the 8th business 

day of the following month. The User shall bear the bank transfer fees and pay the amount including the equivalent 

of consumption tax, etc. If the due date falls on a non-business day under the Banking Act, the preceding business 

day shall be the payment deadline.  

(2) If there is any discrepancy in the invoice, the Company and the User shall consult and reach an agreement, and the 

payment and invoicing procedures shall be promptly carried out thereafter.  

(3) In these Regulations and the Individual Contract, "equivalent of consumption tax, etc." refers to the amount 

corresponding to the consumption tax levied under the Consumption Tax Act and the local consumption tax levied 

under the Local Tax Act. The unit for the equivalent of consumption tax, etc., shall be 1 yen, and any fraction shall 

be rounded down.  

(4) If payment is not made by the due date, the User shall pay a late fee at an annual rate of 14% (simple interest) on 

the invoiced amount for the period from the day following the due date until the payment date. The late fee shall 

be calculated on a daily basis based on a 365-day year, and any fraction less than 1 yen shall be rounded down. 
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Article 8. (Amendments to Individual Contracts and the Regulations) 

1. The Company may, at its discretion, make additions, changes, or deletions (the “Modifications”) to these rules without 

obtaining the consent of the User. However, if the Modifications are not disadvantageous to the User, prior notification 

to the Administrator is not required. 

2. For existing Individual Contracts, the content of the rules at the time of contract conclusion shall be referenced. If 

Modifications are necessary, a modification contract shall be executed in writing and signed or sealed by both the 

Company and the User. 


